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在宅医療・介護連携推進事業について 

健康局健康推進部健康施策課 
【事業の概要】 
在宅医療・介護連携推進事業は、平成 27 年に介護保険法の地域支援事業として位置づけられ、市町村が主

体となり、地区医師会等と緊密に連携しながら、医療・介護関係機関間の連携体制の構築の推進等を図ること
とされました。 
大阪市域においては、平成 24 年度以降、厚生労働省の在宅医療拠点事業や多職種モデル研修、大阪府地域

医療再生基金事業の在宅医療拠点支援事業などに地区医師会等が中心となって取り組んできました。また、平
成 26 年度からは各区役所においても地区医師会等と連携し、在宅医療・介護連携を推進するための協議の場
の開催、多職種研修、区民への普及啓発等の取組みを進めてきました。 
平成 27 年度からは、介護保険法の地域支援事業として、平成 30 年 4 月までに市区町村において実施する

こととされている 8つの事業項目（※）のうち、各区役所において、地域の在宅医療・介護連携を推進するた
めの協議の場の開催や、多職種研修、地域住民への普及啓発等の取組みを進めています。また、特に専門性の
高い内容については、「高齢者等在宅医療・介護連携に関する相談支援事業」として、平成 27 年度は東成区を
モデル区とし、相談窓口の設置・専任のコーディネーターの配置、医療・介護関係者の連携調整、情報提供等
の支援を実施するとともに、地域資源の把握や切れ目のない在宅医療と介護の提供体制に関する検討を行い、
その検証結果等を踏まえて、平成 28 年８月からは市内 11 区において、そして平成 29 年 10 月から全区で実
施をしています。 
また、健康局においては「大阪市在宅医療・介護連携推進会議」を設置し、各区の推進会議で出てきた広域

的な課題への対応策等の検討を行うとともに、区役所実務者に対する事業説明や研修等を実施しています。 

 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

※8つの事業項目 
（ア）地域の医療・介護の資源の把握              （オ）在宅医療・介護連携に関する相談支援 

（イ）在宅医療・介護連携の課題抽出と対応策の検討       （カ）医療・介護関係者の研修 

（ウ）切れ目のない在宅医療と介護の提供体制の構築推進     （キ）地域住民への普及啓発 

（エ）医療・介護関係者の情報共有の支援            （ク）在宅医療・介護連携に関する関係市区町村の連携 
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在宅医療・介護連携推進事業大阪市の取組み体制
～ 「PDCAサイクルに沿った取組項目」 ～

区役所
を中心に事業実施

地区医師会等
に委託

（イ）在宅医療・介護連携の課題の
抽出と対応策の検討

（キ）地域住民への普及啓発

（カ）医療・介護関係者の研修

（ウ）切れ目のない在宅医療と介護の
提供体制の構築推進

（エ）医療・介護関係者の情報共有の
支援

（オ）在宅医療・介護連携に関する
相談支援

（ア）地域の医療・介護の資源の把握

・在宅医療・介護連携に関する関係市区町村の連携
・総合事業など他の地域支援事業との連携 等

連 携

健康局
を中心に検討

を繰り返しながら
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評
価

改
善

在宅医療・介護連携推進事業～大阪市の取組み～
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区役所における取組み
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（ア）地域の医療・介護の資源の把握
（区）
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５ 在宅医療・介護の必要量（需要）や資源量（供給）の将来推計

４ 地域の医療・介護関係者や住民への医療・介護資源の情報共有

３ 医療・介護資源の情報について今年度に更新

２ 在宅医療・介護の必要量（需要）や資源量（供給）の現状把握

１ 地域で把握可能な既存情報の整理

実施済 R3年度に実施予定 未実施 3



その他︓５区で８機関が参画。
地域リハビリテーション事業所連絡会、通所介護事業者連絡会、地域自立支援協議会、地域福祉活動サポーター等

各区在宅医療・介護連携推進会議 医療介護関係者の参加状況（部会等除く）
令和元年度
実績
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医師会
歯科医師会

薬剤師会
区内の病院（医師、看護師、MSW等)

訪問看護ステーション

在宅医療・介護連携コーディネーター
地域包括支援センター

ケアマネ連絡会
訪問介護事業者連絡会

介護施設等代表
社会福祉協議会

民生委員

その他
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（区）

（イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討 その１
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（区）
推進会議（ワーキング含む）で検討した内容 令和元年度

検討済
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10. 在宅医療・介護連携推進事業の進捗管理

9. 地域における在宅医療・介護連携の取組の評価

8. 地域における在宅医療・介護連携に関する目標の設定

7. 地域住民の普及啓発

6. 医療・介護の関係者やその連携担当者の顔の見える関係づくり

5. 医療・介護のネットワークづくり

4. 切れ目のない在宅医療・介護連携の提供体制の構築

3. 情報共有のルールの策定

2. 在宅医療・介護連携の取組の現状

1. 地域の医療・介護にかかわる資源の充足状況

検討した 検討していない

（イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討 その２
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６．評価方法の策定・評価の実施

５．事業計画（対応策）の立案

４．目標の策定

３．課題の抽出

２．現状の把握・分析

１． めざすべき姿の設定

PDCAサイクルでの事業の進め方

実施済 R３年度に実施予定 未実施

（区）

（イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討 その３
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（カ）医療・介護関係者の研修 対応策の実施

研修会の実施回数

R2年度上半期にはオンラインを活用した
研修会の開催は４区であったが、
年間を通じて７区となった

１回
9区

２回
3区

４回
1区

０回
11区

研修テーマ

【研修テーマ】
ACPを取り入れた区：７区
認知症を取り入れた区：６区

ACP
・リスク選択時代のACP・共同意思決定
・ACPを考える
・私のメッセージ～今後の生き方～

認知症
・認知症のための事例検討
・BPSD（行動・心理症状）を極める

新型
コロナ
ウイルス
感染症
関連

・在宅介護の現場における新型コロナウイ
ルス感染症対策
・新型コロナウイルス感染症に関する講演
会およびコロナ禍での多職種連携

その他
・一つの家庭におけるケアマネジャーと相談
員の連携について
・介護保険法改正ポイント
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（キ）地域住民への普及啓発 対応策の実施 その１

9

8

15

19

20

20

15

16

9

5

4

4

0 4 8 12 16 20 24

6 実施した普及啓発（情報提供）の内容や効果の評価

5 普及啓発（情報提供）のうち、認知症に関する取組みの情報提供の実施

4 普及啓発（情報提供）のうち、看取りやＡＣＰ等終末期ケアに関する取組
みの情報提供の実施

3 普及啓発（情報提供）の実施

2 普及啓発の対象者および普及啓発に使用する方法を選定する

１ 地域へ向けて何を普及啓発するのか確認する

実施している 実施していない

（区）
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講演会など

（キ）地域住民への普及啓発 対応策の実施 その２

ACP
・終末期・人生会議について
・ACPを考える
・『もしバナゲーム』を活用した学習会

認知症 ・認知症・在宅医療シンポジウム

その他 ・感染予防

広報紙・ホームページ
広報紙、ホームページを活用：11区
うち動画（リンク先）をホームページに掲載：２区
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受託法人における取組み
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4. 訪問診療・往診を提供する医療機関と訪問看護
ステーションとの連携体制の構築に向けた取組

3. 在宅療養中の患者・利用者の急変時における診
療医療機関や後方病床の確保に向けた取組

2. 主治医・副主治医制の導入・推進に向けた取組

1. 区民が必要とする切れ目のない在宅医療・介護の
サービス提供体制のニーズ、あり方の検討

実施済 R3年度実施予定 未実施

（区）

２

10

3

2

R元年度
未実施

（ウ）切れ目のない在宅医療と介護の提供体制の構築推進 対応策の実施
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（エ） 医療・介護関係者の情報共有の支援
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5. ４で導入した情報共有ツールの活用状況や効果についての評価や改善

4. 情報共有ツールの導入や利用促進

3. 地域で充実又は作成するべき情報共有ツールの検討

2. 現在使用されている情報共有ツールやその活用状況の確認

1. 医療・介護関係者間で共有すべき情報や情報共有のニーズ、共有方法に
ついての検討

実施済 R３年度に実施予定 未実施

（区）
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⑬ その他

⑫ 区民

⑪ 区役所・保健福祉センター

⑩ 他区在宅医療・介護連携相談支援コーディネーター

⑨ 認知症初期集中支援チーム

⑧ ⑥⑦以外の介護関係事業所

⑦ 地域包括支援センター

⑥ 介護支援専門員

⑤ 訪問看護

④ 病院（地域連携相談室）

③ 薬局・薬剤師

② 歯科

① 医科

H30年度 R元年度 R2年度

（オ）在宅医療・介護連携に関する相談支援 対応策の実施

個別ケース相談（相談者別内訳） 相談件数 2,168件

病院（地域医療連携室）、介護支援専門員、地域包括支援センターからの相談が多い

【その他】
・基幹型障がい者相談センター
・基幹型以外の障がい者支援事業所
・自立支援相談窓口
・見守り相談室
・他市の在宅医療・介護連携相談支援室等

【相談件数】
Ｈ30年度：2,554件
R元年度：2,532件
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個別ケース相談（相談内容別内訳：複数回答）

【医療に関すること（内訳）】 【介護に関すること（内訳）】
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訪問診療できる医療機関に関すること

診療所・医師に関すること
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その他

介護の手続きに関すること

介護事業所等に関すること

ケアマネに関すること

地域包括支援センターに関すること
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医療に関すること

H30年度
R元年度
R2年度
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会議・研修会等への参加

H30年度 R元年度 R２年度

会議出席回数 2,012 2,120 579

内
訳

市・区の会議、研修会 721 727 186

関係機関との会議、研修会 1,291 1,393 393

（再掲） 地域ケア会議 196 144 42
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